
 

 

泉大津市クラウドファンディング型ふるさと応援寄附金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、リビングラボの手法を用いた実証実験等を通じて、泉大津市における社会

課題の解決や市民サービスの向上のために事業者、団体又は個人（以下「事業者等」という。）

が創意工夫して実施するプロジェクトに対し、自己資金の調達を円滑にするため、クラウドフ

ァンディング型ふるさと応援寄附により集まった寄附金を交付することに関し、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ クラウドファンディング型ふるさと応援寄附 

ふるさと納税制度を活用し、プロジェクト提案事業者等がプロジェクトを実施するために

必要な経費を、インターネット等を通じて広く不特定多数の人々から集める資金調達のこと

をいう。 

 ⑵ ふるさと納税 

   地方税法（昭和22年法律第67号）第37条の２第１項第１号及び第314条の７第１項第１号に

規定する都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金をいう。 

（交付対象者） 

第３条 交付対象者は、次の各号の要件を全て満たすものとする。 

 ⑴ 泉大津市ふるさと応援寄附条例（平成27年泉大津市条例第１号）第２条各号のいずれかに

該当するプロジェクトを行う事業者等であること。 

 ⑵ 泉大津市暴力団排除条例（平成24年泉大津市条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団

及び同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。  

 ⑶ 泉大津市ふるさと応援寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」による寄附金交付要綱（平成31

年泉大津市公告第４号）に規定するＮＰＯ等でないこと。 

（交付対象プロジェクト） 

第４条 寄附金の対象となるプロジェクト（以下「交付対象プロジェクト」という。）は、次の各

号の全てを満たすものとする。 

 ⑴ 公益性が高く、本市の第４次泉大津市総合計画後期基本計画（令和２年策定）に掲げる施

策と整合性のあるプロジェクトであること。 

⑵ 主として市内において行っている又は始めようとしているプロジェクトであること。 

 ⑶ 宗教活動又は政治活動に関するプロジェクトでないこと。ただし、国府市指定文化財の保

護を目的としたものを除く。 

 ⑷ 法令に違反する事業又は公序良俗に反するプロジェクトでないこと。 

 ⑸ 寄附金の使途として社会通念上、不適切であると判断されるプロジェクトでないこと。 

 ⑹ 本市の社会課題の解決に寄与するプロジェクトであること。 



 

 ⑺ 泉大津市クラウドファンディング型ふるさと応援寄附金交付プロジェクト審査委員会によ

り認定されたプロジェクトであること。 

（寄附金の取扱い） 

第５条 市長は、泉大津市ふるさと応援寄附金条例（平成27年泉大津市条例第１号）に基づき、

クラウドファンディング型ふるさと納税による交付対象プロジェクトを指定した支援（以下「交

付対象プロジェクトを指定した支援」という。）を選択し、本市に寄附された寄附金（以下「交

付対象プロジェクト指定寄附金」という。）を受けたときは、交付対象プロジェクトに対して第

11条に規定する寄附金額を寄附金（以下「特定寄附金」という。）として予算の範囲内で交付す

る。 

（プロジェクトの認定） 

第６条 クラウドファンディング型ふるさと応援寄附により寄附金を集めようとする事業者等

（以下「プロジェクト認定申請者」という。）は、次の各号に定める書類を市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ プロジェクト認定申請書（様式第１号） 

⑵ プロジェクト計画書（様式第２号） 

⑶ 事業者概要書（様式第３号） 

⑷ 収支計算書（様式第４号） 

⑸ 誓約書（様式第５号） 

⑹ 印鑑証明書（プロジェクト認定申請者が法人である場合） 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項各号に定める書類の提出があったときは、プロジェクトの認定の適否を決定し、

プロジェクト認定（不認定）通知書（様式第６号）により当該プロジェクトの認定をプロジェ

クト認定申請者に通知するものとする。 

３ プロジェクト認定を受けた事業者等は、クラウドファンディング型ふるさと応援寄附により

集まった寄附金が目標金額に達しない場合においても、当初のプロジェクト計画の変更又は縮

小等により、当該プロジェクトを実施しなければならない。 

（プロジェクトの変更） 

第７条 プロジェクト認定を受けた事業者等は、認定プロジェクトの内容等に変更が生じた場合

は、プロジェクト認定内容変更（中止・廃止）承認申請書（様式第７号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、承認したと

きは、プロジェクト認定内容変更（中止・廃止）承認通知書（様式第８号）により、認定事業者

に通知するものとする。 

（プロジェクト認定の取消し） 

第８条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取消すことができ

るものとする。 



 

 ⑴ 虚偽の申請その他不正の行為により、プロジェクトの認定を受けたとき。 

 ⑵ 法令、定款等に違反する事象があったとき。 

 ⑶ その他この要綱又はこれに基づく指示に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、プロジェクト認定取消通知書（様式第９号）

により認定事業者にその旨の理由を付して、速やかに通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをしたとき又は前条の規定による中止若しくは廃止の申

請があったときは、交付対象プロジェクト指定寄附金を泉大津市ふるさと応援基金に振り替え

ることができる。 

（謝礼品の贈呈） 

第９条 市長は、特定寄附金の交付を受けることができる事業者（以下「寄附認定事業者」とい

う。）が謝礼品の贈呈を希望する場合、寄附者に対し、泉大津市ふるさと応援寄附条例施行規則

（平成27年規則第１号）第６条に規定する謝礼の品を贈呈できる。 

２ 前項の謝礼品は、原則として地場産品等に限る。また、謝礼品の上限額は当該寄附額の30％

とする。 

（交付対象プロジェクト指定寄附金の募集） 

第１０条 市長は、第６条第２項によりプロジェクトを認定したときは、クラウドファンディン

グ型のふるさと納税として寄附を募集するものとする。 

２ 市長は、寄附認定事業者の提案を参考として、クラウドファンディングによる寄附の募集期

間を決定するものとする。また、当該募集期間は、認定を受けた事業年度（４月１日から３月

31日まで）内に寄附金の募集を完了するものとする。 

３ 寄附認定事業者は、交付対象プロジェクト指定寄附金の募集に必要な画像データ及び関連す

る資料を市長に提供するものとする。 

４ クラウドファンディングサイトに掲載された内容等に関する紛争、トラブル等については、

市長及び寄附認定事業者双方協議し、解決にあたるものとする。また、責任については、市長

及び寄附認定事業者双方協議の上、決定するものとする。 

（特定寄附金の交付額） 

第１１条 交付する特定寄附金の額は、交付対象プロジェクト指定寄附金から交付対象プロジェ

クトを指定した支援に係るクラウドファンディングサイトの掲載費用、寄附金決済に係る費用

その他事務経費に係る費用並びに礼状及び謝礼品の贈呈に係る費用等の経費相当額を差し引い

た金額とする。但し、ワンストップ受付業務委託費用は市が負担するものとする。 

２ 市長は、前項の交付額を交付可能寄附金額確定通知書（様式第10号）により寄附認定事業者

に速やかに通知するものとする。 

（特定寄附金の交付申請） 

第１２条 寄附認定事業者は、前条に規定する特定寄附金の交付を受けようとするときは、認定

を受けた事業年度が終了するまでに、寄附金交付請求書（様式第11号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 



 

（特定寄附金の交付決定） 

第１３条 市長は、前条の交付申請があった場合は、当該申請にかかる書類の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により、当該申請にかかる特定寄附金を交付すべきと認めたときは、特定

寄附金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をする。 

２ 市長は、特定寄附金の交付を決定する場合において、特定寄附金の交付の目的を達成するた

め必要があると認めるときは、必要な条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の審査又は調査の結果、特定寄附金を交付することが不適当であると認めた

ときは、速やかに特定寄附金を交付しない旨の決定をする。 

（特定寄附金の交付決定通知） 

第１４条 市長は、前条第１項及び第２項の規定により交付決定した内容及びこれに付した条件

を寄附金交付決定通知書（様式第12号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条第３項の規定により特定寄附金の交付をしない旨の決定をしたときは、その旨

の理由を付して寄附金不交付決定通知書（様式第13号）により申請者に速やかに通知するもの

とする。 

（特定寄附金の交付） 

第１５条 市長は、前条第１項による特定寄附金の交付決定の通知後、特定寄附金を交付するも

のとする。 

２ 前項の交付を受けた寄附認定事業者は、特定寄附金の交付日から10日以内に寄附金受領書を

市長に提出するものとする。 

（特定寄附金交付の取消し等） 

第１６条 市長は、寄附認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、特定寄附金の交付

の決定の全部又は一部を取消すことができる。 

 ⑴ 虚偽の申請その他不正の手段により特定寄附金の交付の決定を受けたとき 

 ⑵ 特定寄附金を他の用途に使用したとき 

 ⑶ 特定寄附金の交付の決定の内容、これに付した条件又はその他法令等に違反したとき 

２ 市長は、特定寄附金の交付の決定の取消しをしたときは、速やかにその旨について理由を付

して寄附認定事業者に文書で通知するものとする。 

（特定寄附金の返還） 

第１７条 市長は、特定寄附金の交付の決定後に認定プロジェクトの内容等に変更（中止・廃止）

が生じた場合において、認定プロジェクトの当該変更に係る部分に関し、交付された特定寄附

金の一部又は全部の活用が見込めないときは、文書により期限を定めてその返還を命ずるもの

とする。 

２ 市長は、特定寄附金の交付の決定を取消した場合において、認定プロジェクトの当該取消し

に係る部分に関し、既に特定寄附金の交付がされているときは、文書により期限を定めてその

返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 



 

第１８条 特定寄附金の返還に係る加算金及び延滞金については、泉大津市補助金交付規則（平

成21年泉大津市規則第３号）第18条の規定を準用する。この場合において、「補助事業者」とあ

るのは「寄附認定事業者」と、「補助金等」とあるのは「特定寄附金」と読み替える。 

（返還された特定寄附金の取扱い） 

第１９条 返還された特定寄附金については、原則として泉大津市ふるさと応援寄附条例（平成

27年泉大津市条例第１号）第２条第１項第４号「市長が必要と認める事業」への寄附として、

基金に積み立てるものとする。 

（個人情報の保護） 

第２０条 寄附認定事業者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別するこ

とができるものをいう。）の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を害することのないよう、

個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（実績報告） 

第２１条 寄附認定事業者は、毎年度３月31日現在で、交付された特定寄附金の当該年度におけ

る活用実績について記載した実績報告書（様式第14号）、収支決算書（様式15号）及びその他市

長が必要と認める書類を、市長に対し、その指定する期日までに提出しなければならない。 

（状況報告及び調査） 

第２２条 市長は、特定寄附金の使途に関し、必要があると認めるときは、寄附認定事業者に対

して、特定寄附金の使途について報告を求め、又は実地に調査することができる。 

（財産の処分の制限） 

第２３条 寄附認定事業者は、認定プロジェクトにより取得し又は効用に増加した次の各号に掲

げる財産を、市長の承認を受けないで、特定寄附金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け又は担保に供してはならない。ただし、特定寄附金の交付の目的及び当該財産

の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場合はこの限りでない。 

 ⑴ 不動産及びその従物 

 ⑵ 機械及び重要な器具のうち市長が指定するもの 

 ⑶ その他市長が必要と認めるもの 

（書類の保存） 

第２４条 特定寄附金の交付を受けた寄附認定事業者は、認定プロジェクトの実施に関する書類

及び帳簿等の関係書類を、特定寄附金を交付した会計年度の属する年度の翌年から起算して５

年間保存しなければならない。 

（その他） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年９月17日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



 

附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１１日から施行する。 


